
 

新潟市団体営農業水利施設安全対策推進事業補助金交付要綱 

 

平成 27 年４月１日 制 定 

平成 30 年３月 31 日 改 正 

平成 31 年３月 31 日 改 正 

令和４年３月 31 日 改 正 

令和６年３月５日 改 正 

令和７年３月 31 日 改 正 

 （目的） 

第１条 この要綱は、農業用用排水路等への転落等による被害の防止または軽減を図るため

の安全施設の整備を行う事業に対し、予算の範囲内において支援することについて、新潟

市補助金等交付規則（平成 16 年新潟市規則第 19 号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定める。 

 （補助対象事業） 

第２条 この要綱により補助金を交付することができる対象事業（以下「補助事業」とい 

 う。）は、新潟県団体営農地保全事業及び農地防災事業等補助金交付要綱（昭和 37 年４

月１日制定。以下「県要綱」という。）の規定により交付決定を受けた農業水利施設安全

対策推進事業とする。 

 （補助事業者） 

第３条 この要綱により補助金の交付を受けることができる者（以下「補助事業者」とい 

 う。）は、次の各号に掲げる者とする。ただし、本市に納税義務がある者については本

市市税を滞納していないものとする。 

 ⑴ 法第３条に規定する者 

 ⑵ 土地改良区 

 ⑶ 農業協同組合、農家組合のほか市長が特に必要と認めた者 



 

 （補助対象経費） 

第４条 第２条に定める補助事業において補助金交付の対象とする経費は、次の各号に掲 

 げるものとする。 

⑴  純工事費（請負工事にあっては工事費とする。） 

⑵  測量試験費 

 ⑶ 支障物件移設補償費（工事の施工に必要なものに限る。） 

 ⑷ 事務費（純工事費及び測量試験費の４％以内） 

 ⑸ その他市長が特に必要と認めた経費 

 （補助金の交付・補助率） 

第５条 市長は、予算の範囲内で補助事業者が補助事業（事業費が 100 万円以上のものに

限る。）の施行において負担する額の５分の４以内の額を補助金として交付することが

できる。 

 （取扱基準の設定） 

第６条 規則第４条に規定する取扱基準は、市長が別に定める。 

 （交付の申請等） 

第７条 規則第６条第１項第３号の規定により添付する書類は、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 事業計画書 

 ⑵ 実施設計書又は施工見積書 

 ⑶ 土地改良事業にあっては、事業施行認可の写し 

 ⑷ 農業協同組合施行のときは、当該農業協同組合の土地改良事業施行規約 

 ⑸ 農家組合等の場合にあっては、代表者選定書及び事業に関する議決書 

 ⑹ 本市に納税義務がある者は、本市市税の納税証明書（新潟市制度用） 

 ⑺ その他当該補助金の交付申請において市長が特に必要として指示したもの 

２ 第２条に定める補助事業において、県要綱第３第 11 号から第 14 号までの規定を準用す

る。 



 

 （計画変更の承認等） 

第８条 規則第 10 条第１項本文の規定により事業の変更の承認を申請する場合は、次に 

 掲げる書類を添付しなければならない。 

 ⑴ 変更計画書 

 ⑵ 変更実施設計書又は変更施工見積書 

 ⑶ 土地改良事業にあっては、変更施工認可の写し 

 ⑷ その他当該補助金の変更交付申請において市長が特に必要として指示したもの 

２ 規則第 10 条第１項第１号に規定する市長が定める軽微なものとは、次の各号に掲げ 

 る変更以外の変更とする。 

⑴  工種の新設、変更又は廃止 

⑵  工種別の事業量又は事業費の 40 パーセントを越える増減（事業費の場合は、増減額

が 30 万円以下の場合は除く。） 

⑶  全体事業費の増額及び 10 パーセントを越える減額 

⑷  事業期間が完了予定日から起算して 30 日を越えて延長する場合又は会計年度を越 

  えて延長する場合 

 ⑸ その他補助事業の内容を実質的に変更するもの 

 （実績報告） 

第９条 規則第 13 条に規定する市長が定める期日は、補助事業が完了した日から 30 日 

 を経過した日又は補助事業が完了した年度の３月 31 日のいずれか早い日とする。 

２ 規則第 13 条第３号の規定により添付する書類は、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 事業成績書 

 ⑵ 出来高設計書（実施設計書と同じ場合は省略することができる。） 

 ⑶ 収支精算書 

 ⑷ 工事請負等契約書の写し 

 ⑸ 着手前及び竣工状況比較写真 



 

 ⑹ その他当該補助金の実績報告において市長が特に必要として指示したもの 

 （財産処分の制限） 

第 10 条 規則第 20 条に規定する市長が指定する財産とは、１件の取得価格が 50 万円以

上のものとする。 

２ 規則第 20 条に規定する耐用年数を勘案して市長が定める期間とは、国が定める減価 

 償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）別表に準ずるもの 

 とする。 

 （その他） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

   附 則 

 （施行期日） 

この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 30 年３月 31 日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 31 年３月 31 日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年３月 31 日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年３月５日から施行し、令和５年４月１日以後に実施された補助事

業に適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年３月 31 日から施行する。 

 


